
社会医療法人敬愛会            

居宅介護支援事業所なかがみ 重要事項説明書 
                                  

１．指定居宅介護支援事業所の概要 

  法人名        社会医療法人敬愛会 

  代表者名       理事長 宮里 善次 

  事業所名       居宅介護支援事業所なかがみ 

  所在地        沖縄県沖縄市字登川566番地 

  連絡先        電話 098-939-2434   FAX 098-939-2437 

  介護保険事業所番号  4770402727 

  指定年月日      平成14年10月29日 

  通常の事業の実施地域 沖縄市・うるま市（旧具志川市・旧石川市）・嘉手納町・北谷町・読谷村 

  職員体制       主任介護支援専門員 常勤1名以上・介護支援専門員 常勤2名以上  

              

  担当人数       介護支援専門員1名あたり事業所内平均49件以下 

  苦情窓口       1．居宅介護支援事業所なかがみ 電話 939-2434  担当者 金城 三智代 

             2．社会医療法人敬愛会 医療安全推進部 

             電話 中頭病院:939-1300  ちばなクリニック:939-1301  

 営業時間       月～金曜日 8時30分～17時30分、土曜日 8時30分～12時30分 

             休業日 日曜・祝祭日 年末・年始（12月31日～1月3日） 

             ＊ 緊急時の相談は、24時間連絡体制にて対応します。 

 

2．事業の目的 

   事業の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、介護支援専門員が居宅要介

護者等に対し、適切な指定居宅介護支援を提供することを目的とします。 

 

３．運営の方針 

介護支援専門員は、利用者が要介護状態となった場合においても、可能な限りその居宅において、その

有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように配慮します。 

介護支援専門員は、利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用者の選択に基づき、

適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業所から、総合的かつ効率的に提供されるよう配

慮します。 

介護支援専門員は、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供される

指定居宅サービス等が特定の種類又は特定の居宅サービス事業者に不当に偏することのないよう、公正中

立な居宅介護支援を提供します。 

介護支援専門員は、事業の運営に当たっては、市町村、地域包括支援センター、他の指定居宅介護支援

事業者、指定介護予防支援事業者、介護保険施設等との連携に努めます。 

 



４.公正中立なケアマネジメントの確保 

 介護支援専門員は、利用者の意思に基づいた契約であることを確保するため、利用者やその家族に対して、

利用者はケアプランに位置付ける居宅サービス事業所について、複数の事業所の紹介を求めることが可能であ

ることや当該事業所をケアプランに位置付けた理由を求めることが可能であることを説明し、公正中立なケア

マネジメントを実施します。当事業所のケアプランの訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸

与の利用状況は別紙のとおりである。 

 

5．利用料金 

   居宅介護支援の利用料は、厚生労働大臣が定める基準によるものとし、介護保険から全額給付を受領（法

定代理受領）するものとします。但し、利用者の介護保険料の滞納等により、事業所が法定代理受領でき

ない場合は、介護報酬に定められる料金の全額を、いったん事業所に支払う場合があります。 

   通常の事業の実施地域以外で、自動車を使用したときの交通費は、次の額を徴収するものとします。 

   通常の地域外 1回につき 220円（消費税込み） 

 

 

6．受給資格等の確認 

   事業者は、利用者の提示する被保険者証により、被保険者資格、要介護認定の有無及び要介護認定の有

効期間を確認するものとします。 

 

 

7．要介護認定の申請に係る援助 

   事業者は、被保険者の要介護認定に係る申請について、利用申込者の意思を踏まえ、必要な協力を行う

ものとします。 

 

 

8．利用者に関する市町村への通知 

   事業者は、利用者が次のいずれかに該当する場合は、遅延なく、意見を付してその旨を市町村に通知す

るものします。 

（1）  正当な理由なしに介護給付等対象サービスの利用に関する指示に従わないこと等により、要

介護状態の程度を増進させたと認められるとき。 

（2）  偽りその他不正の行為によって保険給付の支給を受け、又は受けようとしたとき。 

 

 

9．秘密保持、個人情報の保護 

 介護支援専門員その他の従事者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又は家族の秘密をも

らしてはならないものとします。従事者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を雇用

契約の内容とします。 

 



10．苦情処理 

   事業者は、自ら提供した指定居宅介護支援又は自らが居宅サービス計画に位置づけた指定居宅サービス

等に対する利用者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するため、相談窓口の設置等必要な処置

を講じるものとします。 

 

 

11．事故発生時の対応 

 事業所は、サービスの提供時に利用者に事故が発生した場合、関係市町村及び利用者の主治医に連絡を

行ない、指示に従うものとします。 

利用者に対する指定居宅介護支援の提供により、賠償すべき事故が発生した場合には、事実関係の確認

後、必要な賠償責任を速やかに行うものとします。 

株式会社 損害保険ジャパン 居宅介護支援事業者賠償責任保険「ウォームハート」 

 

 

12．虐待防止に関する事項 

   事業者は、利用者等の人権の擁護や虐待防止のための措置を講ずるよう努めるものとします。 

（1）  事業者及びその従業者は、虐待を受けた高齢者を発見した場合は、市町村に通報しなければ

ならない。 

（2）  事業者及びその従業者は、高齢者の生命又は身体に重大な危険が生じている場合は、市町村

に通報しなければならない。それ以外の場合は、市町村に通報するよう努めなければならない。 

 

 

13．従業者の禁止行為 

従業者は、サービスの提供にあたって、利用者又は家族に対し次の行為は行わないものとします。 

（1） 医療行為 

（2） 金銭や預貯金通帳等の預かり 

（3） 金銭、物品、飲食の授受 

（4） 身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（緊急やむを得ない場合を除く） 

（5） 宗教活動、政治活動、営利活動、その他の迷惑行為 

 

 

14．介護支援専門員の交替 

事業者は、必要に応じ介護支援専門員を交替することができるものとします。その場合は利用者に対して

サービス利用上の不利益が生じないように十分に配慮するものとします。 

 

 

15．指定居宅介護支援の終了 

事業者は、正当な理由があると判断された場合、指定居宅介護支援を終了できるものとします。その場合

は利用者に対してサービス利用上の不利益が生じないように配慮するものとします。 

 



居宅介護支援の標準的利用の流れについて 

 

【居宅サービス計画作成サービス利用相談・利用申込み】 

・介護保険サービスについて説明し、介護保険サービスの適用かどうか確認します。 

・居宅介護支援事業者や介護支援専門員は自由に選択できることを説明します。 

・介護保険認定を受けている場合は、契約締結の説明をします。 

・介護保険認定を受けていない場合は、暫定利用の説明をします。 

・暫定利用の場合、認定が、非該当・要支援認定・要介護認定、各対応について説明します。 

 

【居宅サービス計画作成サービスの契約締結】 

・当事業所との契約意思について確認し、重要事項の説明・契約締結をします。 

・暫定利用の場合にも、説明・契約締結をします。 

・要支援認定を受けた場合は、地域包括支援センターとの契約締結となります。 

 

【居宅サービス計画書作成依頼の提出】 

・保険者へ居宅サービス計画作成依頼届出書の提出を行ないます（提出代行可能）。 

・暫定利用の場合にも、計画作成依頼届出を提出します。 

・要支援認定の可能性がある場合、地域包括支援センターへ事前連絡をします。 

 

【アセスメント】 

・利用者宅を訪問し、解決すべき課題を把握するためのアセスメントを行ないます。 

・必要なサービスについて相談し、地域のサービス提供事業所のサービス内容や料金等を説明します。 

 

【医師との連携】 

・必要に応じて、主治の医師その他の医師の指示を受けるなど、連携を図ります。 

・医療系サービスの利用を希望している場合等は、利用者の同意を得て主治の医師の意見を求めます。 

・この意見を求めた主治の医師等に対してケアプランを交付します。 

 

【居宅サービス計画書原案の作成】 

・アセスメントに基づき、解決すべき課題についての居宅サービス計画書原案を作成します。 

・利用者や家族の意向を尊重した居宅サービス計画書原案が作成できるよう努めます。 

・総合的かつ効果的な居宅サービス計画書原案が作成できるよう努めます。 

・サービス種類や提供事業者の選定については、公正中立に配慮します。 

 

【サービス担当者会議】 

・サービス提供事業者等を招集し、サービス担当者会議を開催します。 

・居宅サービス計画書原案について説明し、内容や目標を情報共有します。 

 



【居宅サービス計画書の交付】 

・居宅サービス計画書原案について説明し、同意を受けます。 

・原案内容に変更がない場合、居宅サービス計画書を、利用者・家族に交付します。 

・各サービス提供事業者にも、居宅サービス計画書を交付します。 

・必要に応じて、主治医等医療機関へ居宅介護サービス計画書を交付します。 

 

 

【個別サービス計画書の提出依頼】 

  ・サービス提供事業者等に対して、個別サービス計画の提出を依頼します。 

 

 

【サービス利用】 

・居宅サービス計画書に沿って、サービス利用ができます。 

・居宅サービス計画書にのっていないサービスは、調整が必要になります。 

 

 

【モニタリング】 

・毎月１回、利用者宅訪問にて利用者と面談し、利用者・家族の現況を把握します。 

・サービスが効果的に提供されているか、評価を行ないます。 

・サービス提供事業者より情報を受け、評価の参考にします。 

・サービス計画書に変更が必要な場合は、その調整を行ないます。 

 

 

【サービス提供事業所との連携】 

  ・サービス提供事業者と情報交換・共有を行ない、連携を図ります。 

  ・必要に応じて、サービス提供事業者等の開催する会議に参加します。 

 

 

【地域ケア会議・自立支援会議への参加】 

  ・地域包括支援センターが開催する地域ケア会議・自立支援会議に参加します。 

  ・地域包括支援センターから求めがあった場合には、資料又は情報の提供に協力します。 

 

 

【給付管理請求】 

・当該月にサービス利用が行なわれた場合、給付管理票を作成し、国保連合会に請求します。 

・介護保険認定が要支援となった場合は、地域包括支援センターへ委託料を請求します。 

・介護保険認定が非該当となった場合は、給付管理請求は行ないません。 

 

 

 

2025年11月1日現在 


